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アメリカ予算制度改革史序説
横田茂
I.予算制度論の課題
予算制度は数世紀におよぶプルジョア民主主義革命の成果であった。この
制度の形成過程は主としてつぎの二つのモメントに規定されている。第一
は，封建的な絶対主義国家のもとで地方的・個人的権力として分散していた
財政機関が，中央集権国家の財務行政権力として集中される過程であり，第
二は， このように集中された財務行政権力が議会の財政統制権のもとに服
する過程である。すなわち，予算制度は，執行府の財務行政権と立法府の財
政統制権とが二元的に並立する近代立憲国家の財政制度において，後者を前
者の上位におく形式で媒介する国家制度であった。それは，各国における立
憲国家の成立過程の特質を反映して多様な形態をもつとはいえ， 基本的に
は，（1) 議会による公的収入の同意，（2) 議会による公的支出の審議，（3)
公的収入，公的支出の定期的審議，という三つの原理によって成り立ってい
(1) 
る。この三つの基本原理が歴史上最初に成立したのはイギリスであったが，
古典的な予算制度の諸原則は，市民階級が絶対王制の強大な中央集権的官僚
制度ときぴしく対決せざるを得なかったフランスにおいて，フランス革命と
その後の激しい政治的変動と政治形態の変遷の過程で，最も徹底して実硯さ
れた。
ところで，市民革命期に生成した予算制度は，上述したように，市民階級
(1) 小島和司「財政一予算議決形式の問題を中心として一」「日本国憲法体系•第
6巻統治の作用」有斐閣， 1965年，所収， 108ペー ジ。
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がそれを通じて執行府の諸活動を統合し統制する最も有力な手段であった
が， 現代立憲国家の予算制度は， 先の基本原理のあり様を執行府の財務行
政権を強化する方向に改変する志向をもち，立法府の財政統制権とのあいだ
に鋭い緊張を生みだしている。こうした予算制度の生成と発展の＋般的傾向．
に関しては，わが国では，すでに大内兵衛教授の著『財政学大綱』のなかに
(2) 
的確に指摘されている。しかし，深刻化する財政危機のなかで先進資本主義
国家における「財布の統制」のあり方が国民的関心となっている今日ほど，
こうした予算制度の現代的展開の意義をさらに掘り下げて定式化することが
求められている時はないであろう。では，財政学における予算制度論の科学
的展開とはどのようなものでなければならないのか。
かつて林栄夫教授は，財政学の硯代的任務について，資本主義経済が再生
産する「社会的経済余剰」の再分配をめぐって，資本制社会の予算の総過程
にあらわれる社会諸階層の政治と経済との相交錯するメカニズムと，そこに
おける社会諸階層にたいする政治と経済の作用・反作用効果などを総合的に
あきらかにすることであると定義し，その研究内容は，（1) 立憲的財政のメ
カニズムを研究する問題領域と，（2) 財務行政のメカニズムを研究する問題
(3) 
領域，という二つの領域に分かれると規定した。すなわち，この二つの問題
領域を政治経済学的方法によって研究し，「予算の総過程にはいりこんでく
(2) 大内教授は，同書の第一篤第八章「財政上の立憲主義の硯状」のなかで．，財政
における立憲主義をつらぬいている二つの主要な傾向として「財政に関する執行
権の独立専権化」と「財政に関する論議の大衆化」を指摘し， 「財政に関する議
会の監督権」の形態変化がすすんでいることをあきらかにした（「大内兵衛著作
集」第一巻．岩波書店， 1974年， 110ページ）。第八章は，次の言葉で終ってい
る。「かつてグラッドストーンは「イギリス人は自由を愛すると同じく貴族性を
愛する」と言ったということであるが，まことに近代のデモクラシ’ーはその外形
において民衆の上に立つが如くであるが，その内容においてはアリストクラシー
となり果てていがいな．これは実に寡頭政治であり，独裁政治である……。繰
り返して問おう。これこそ我々の歴史がもつ最大のパラドックスの一つではない
のか？」（同前， 117~118ペー ジ）。 ― 
(3) 林栄夫「財政学方法論」「現代財政学体系1」有斐閣，1974年，所収， 47ペー ジ。
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る諸階層の利害闘争によって左右される政治・行政決定のメカニズム」や，
(4) 
「財政に関する議会や行政部の権力構造やその独自の運動法則」を究明する
ことこそ，財政学の硯代的課題であるとされた。この林教授の指摘は，ロレ
ンツ・フォン・シュタインの財政学方法論の，観念的な国家理念論に立脚す
る側面を克服しつつ，その唯物論的な観察による鋭い市民社会論に立つ側面
を，市民革命期に政治経済学の一分科として生成した財政学の方法のなかに
摂取することを，主張するものであった。それは，現代の財政学が，財政危
機の進行のなかに深刻化する財政に関する社会諸階層の利害闘争とそれによ
って生じている複雑な財政現象をとらえる，幅広い指針を提供していると言
えよう。財政学における予算論の任務と課題は，予算過程に参加する社会諸
階層や諸集団の行動とこの予算過程を枠づけている財務行政と立憲的財政の
メカニズムとの， 相互関係を分析し， 「財布の統制」を支配する諸法則を定
式化し，財政の民主的統制に資することであると言ってよい。
ところで，この予算論において，予算制度の生成と発展を政治経済学の方
法によって研究するうえで最も重要な示唆を与えるのは，島恭彦教授の指摘
である。島教授は， 財政学の対象と課題を「政治（財務行政） と経済との
矛盾」を究明することと定義し，この「対象の生々とした統一性」を究明す
るには，国家権力の経済的能力をつらぬく内在的運動法則を認識しうる政治
(5) 
経済学の方法によらねばならないと述べている。この点にさらに立ちいって
述べれば，氏はルソオ『契約説』の一節，すなわち「政治の説法者達が，人
民の力はとりもなおさず国王の力なのだから，国王にとって最大の利益は，
人民が富み栄え，人口が多く，強大であることだと言うだろうが，そんなこ
とを言っても何にもならぬ。国王はそんなことtまうそだと言うことを知って
いる。 国王の個人的利益は， まず第一に人民が弱く， 貧しくて， 国王に反
(6) 
抗する力をもたぬことだ」を引いて，つぎのように述べている。「この文章
(4) 同前， 41ペー ジ。
(5) 島恭彦「財政学概論」岩波書店， 1963年， 1~2ペー ジ。
(6) Jean-Jacques Rousseau'"Du Contrat social," 1762（桑原武夫，前川貞次
郎訳「社会契約論」岩波文庫， 1954年， 102~103ページ）。
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は，重農学派の政治と経済との調和論をついたものであると同時に，国家権
カの独自の運動法則をあきらかにしたものである。これは絶対王制の国家権
力についていわれるばかりでなく，資本主義の国家権力についてもあてはま
ることである。そして財務行政は，この国家権力の一部を構成するものとみ
るならば，財務行政についても独自の運動法則をみとめねばならない。そう
いうことをみとめてはじめて， 『政治と経済との矛盾』という財政学の対象
(7) 
が明確に設定できるのである。」
すなわち，国家権力の経済的力能をつらぬく独自の内的運動法則とは官僚
制度の中枢にあって貨幣を掌握する財務行政権力に特有の支配力であって，
(8) 
この支配力の認識を基礎として，財政学の体系における予算制度論の対象と
課題がつぎのように設定された。「…•••国家経済（財政）と国民経済との経
済的な相互関係は，さまざまの矛盾と対立をふくんでいるものである。両者
は直接的に経済法則によって調整されるのではない。そう考えるのは経済主
義的なあやまりであって，両者の調整は政治的になされるのである。いいか
えるならば，両者の『調整』ということは，国家権力と国民の民主主義運動
との対立の中で達成される問題である。そして民主主義運動の消長の中に，
国家の財務行政権をコントロールする手段としての予算制度の発展と変貌も
みられるのである。政治過程や民主主義の諸制度そのものは，財政学の対象
ではない。しかし予算制度は，財政と国民経済との政治的調整の経済的側面
(9) 
であって，財政学の対象である。」
以上の先学の研究をひとまず総括するなら，国家権力の経済的力能をつら
ぬく内的運動法則に関する認識を基底にすえて，国家権力と国民の民主主義
(7) 島恭彦，前掲書， 5~6ペー ジ。
(8) 林栄夫氏は，このような島恭彦氏の財政学方法論を，「単に資本主義の各発展段
階におけるそれぞれの国の財政政策論ないし経済政策の歴史的意義と歴史的限界
を解明しようとしているだけではなく，そのような資本主義発展の各段階に対応............................. 
する財政現象を貫いてこれを根本的に規定している内在的法則性を求めようとさ
れているものである」と評価している（林栄夫，前掲， 50ペー ジ，傍点は引用者）。
(9) 島恭彦，前掲書， 14ペー ジ。
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運動との対立の経済的・政治的内容をあきらかにし， これを基軸として予
算制度の生成と発展を叙述することが， 予算制度論の課題であると言えよ
う。
I．研究史の概括
前項で述ぺた予算制度論の課題をはたすためには，各国の予算制度の発展
史に関する部厚い個別的研究の蓄積をすすめ，それらを総合することが求め
られる。
こうした各国予算制度の研究のなかで，アメリカにおける連邦予算制度の
成立と改革に関する史的研究は，独特の重要性をもっている。それは，この
国における予算制度の史的発展を根本的に規定した，財政制度の独特の存在
形態によるものである。建国に際して，世界の各国の憲法のうち，もっとも
忠実に権力分立制をとりいれた憲法を採用したアメリカ合衆国は，また他国
(10) 
とくらべて著しく分立的な財政制度をつくり出した。すなわち， それはイ
ギリスやフランスのように絶対主義国家の遣産を継承しておらず， 「独立宣
言」から憲法の制定にいたる14年間に変遷した簡素な財政組織を基礎として
(11) 
編成されたのである。この財政制度の骨格はつぎの三点に要約されよう。
第一に，合衆国では，課税は議会の「同意」にもとづくのではなく，議会
こそ課税の主休であるとされた。すなわち，憲法にもとづき，歳入法案は下
院において発議 (originate)されることとなり， また歳出法案も下院発議
(12] 
の慣行が成立した。
第二に，財政に関する立法発議権の議会による独占は，その対極に，消極
的な財務行政権しかもたない執行府を生みだした。すなわち，財務省の組織
(10) 清宮四郎「権力分立制の研究」有斐閣， 1950年， 99~105ベージ， 150~156ペ
ジー。
(11) 塩野谷九十九「アメリカ財政制度の発達」高垣寅次郎編「アメリカ経済の特質
」有斐閣， 1947年，所収， 198~203ペー ジ。
(12) 小島和司，前掲， 116~118ペー ジ。
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と権限を定めた1789年の財務法 (TreasuryAct) は，財務長官による統一
的な財政収支計画の編成権を認めず，単に政府機関の見積りを「とりまとめ
準備する (digestand prepare)」ことにとどめたのである。 このため，連
邦政府の歳入・歳出の概算は財務長官から議会へ提出されるものの，財政立
法の基礎となる資料や情報は，直接，各政府機関から議会へ提出されるとい
う仕組みができあがった。こうして，合衆国の財政制度は，執行府によって
作成された全歳入と全歳出とを対照して均衡状態を示す文書である予算
(13) 
(budget)を欠くこととなった。 それはまた議定された歳出法の施行を執行
府において監督するための統一的な機構を欠いていた。なぜなら，議会は，
執行府の財務行政制度の内部に権力分立と抑制均衡の理念を導入し，それに
よって支出統制と会計責任を確保しようとしたのである。 より具体的に述
べれば，財務省の内部には，長官のほか， 管理官 (Comptroller)，出納官
(Treasurer)，会計検査官 (Auditor)，会計記録官 (Register)という四つ
の官職が，財務長官の指名と議会の承認にもとづき設置され，それぞれ独自
(14) 
に公金の支出と収納にあたることとなった。
第三に，執行府の分散的な財務行政制度を統合し調整する役割をになった
のは， 1802年， 下院に常置された歳入方途委員会 (Committeeon Ways 
and Means)であった。すなわち， 同委員会は， 歳入と歳出の両法案を作
成・審議し，財政計画の統一を確保したばかりではなく，歳出法の詳細な項
(15) 
目別議定を通じて，執行府の支出統制を確保する役割も果たした。
合衆国の財政制度の骨格は，この三点にほぼ要約される。この国の立憲的
財政のメカニズムには，財政権力の二元的関係を媒介する予算制度が存在し
(13) 塩野谷九十九，前掲， 209~211ページ，小島和司「Budgetと「予算」との語
義の異同性一とくに憲法および憲法史的観点から一ー」「東京都立大学法学会
雑誌」第 3 巻第 1•2 号， 1963年， 107~108ページ。
(14) 加藤一明「合衆国の予算制度一~財務行政への一考察ーー」「法と政治」第 4
巻第3号， 1953年， 55~58ペー ジ。
(15) 同前， 59~60ページ，小島和司「権力分立のアメリカ的解決」「公法研究」第
3号， 1950年。
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なかったと言ってよい。このような財政制度にはらまれた矛盾は， 19世紀の
とくに南北戦争以後のアメリカ資本主義の急速な発展と連邦政府の諸機能の
拡大に伴なって，しだいに鋭くあらわれることとなった。この矛盾は，とく
に議会における財政立法機関の分裂として，集中的にあらわれた。すなわち
歳入と歳出との両法案の作成と審議を引きうけていた歳入方途委員会は，し
だいに過重な負担にたえかねるようになるのであって， 1865年，歳出法案は
切りはなされ， 新設の歳出委員会 (Committeeon Appropriations)と銀
行および通貨委員会 (Committeeon Banking and Currency)に，委ね
られた。こうして下院には，相互に連絡をもたない複数の財政立法機関が分
立するのであるが，これを皮切りに財政立法機関の細分があいついでおこな
われた。同様の分割は，上院の財政立法機関においても進行した。議会に分
立した多数の委員会は， 関連する政府機関と結合し割拠的に財政立法を遂
行したのであるが， これらの財政立法には， 通常それぞれの利益を体硯す
る社会の諸集団が寄生していたのである。以上のような事態の進行のなか
で， 1885年頃には，連邦政府の財政計画の統一性は完全に崩壊したと言わ
れ悶
前世紀の末から展開を始める予算制度の形成と改革を求める運動は，こう
した合衆国の分散的な財政制度の矛盾を解決するという課題をになってい
た。したがって，この国では，かつてイギリスやフランスが市民革命期に経
験した中央集権的財務行政権力の確立の要請と，資本主義の独占段階への移
行に伴なう執行府における財務行政権強化の要請とが，複合し，相乗してあ
らわれてくるのである。このため，今世紀のアメリカでは予算制度をめぐる
運動が鋭く高揚し，またその運動を推しすすめる予算制度論が，他の資本主
義諸国とくらぺてより明確な主張を形成してきたのである。
ところで，これまでわが国の財政学研究において，アメリカにおける予算
制度の成立と改革をめぐる歴史を遥観する場合，シック (A.Schick)の説
(16) 塩野谷九十九，前掲， 212~213ペー ジ，加藤一明，前掲， 60~66ペー ジ。
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(17) 
が援用されることが多かった。シックば，今世紀初頭以来の歴史を，（1) 19 
35年頃までの「統制中心主義」 (2) ニューディール期から第二次大戦期を
経て1950年代に頂点をむかえる「管理中心主義」 (3) 1960年代に発展する
「計画中心主義」， の三段階に区分している。 これらの各段階の特徴をやや
具体的に述べると， 第一の段階は， 支出統制を十分に果たしうる制度をつ
くり出すことに圧倒的な比重がぉかれ， 第二の段階は， 歳出予算構造の改
革，管理の改善，作業測定プログラムの開発，作業およぴ活動に焦点をあて
た予算編成の採用，などが重点となった。そして第三段階は，前段の二つの
成果を前提として， 「計画機能を中央に集め， 管理および統制の＜第一次的
な＞責任を，それぞれ監督および実施段階に委ねる」ということが1 重点と
蒻8)0
シックり説は， 1960年代に注目をあつめた PPBSの評価をめぐって提起
されたのであり，今日からみると，一定の歴史的制約のもとにあることは否
めない。 しかし， 今世紀における予算制度の発展を統制・管理・計画とい
う三つの視角でとらえるシックの説は，執行府における財務行政権の強化の
過程をコンパクトに整理するうえで有効であって，今日も大方の財政学教科
書類にも採用されている。だが，シックの説は，先に述べたような現代予算
制度論の課題にてらしてみると，やはりその一面性は否定しえない。それ故
アメリカにおいても， 予算過程に参加する社会諸集団の政治的機能に注目
し， その取引き過程 (barganingprocess) を支配する増分主義 (incre-
mentalisin) の政治的合理性を積極的に評価するリンドプロム（C.E. Li-
ndblom)やウイルダフスキー (A.W. Wildavsky)などの研究が発展し，
,(17) Allen Schick, "The Road to PPB," in F., J. Lyden and E. G. Miller 
(ed.) "Planning Programming Budgeting: A Systems Approach to Mana― 
gement, " Markham Puqlishing Co., Chicago, 19_68（宮川公男訳 rPPBSと
システム分析」日本経済新聞社， 1969年，所収）。
(18) 前掲邦訳， 35~36ペー ジ。
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(19) 
予算制度改革をめぐる二つの理論潮流が並立する状況が生まれたのである。
アメリカ予算制度改革史に関して注目すべき視角を提起したのはオコンナ
-(J. Q'Conner)の研究である。オコンナーは，その著『国家の財政危機』
のなかで， 予算制度の変遷を， 「社会的諸関係の一定のフレームワークの内
部でおこなわれ，また，社会的，経済的，政治的衝突の結果としておこなわ
れる」ところの，「政治的意思決定」のメカニズムの変遷の問題として叙
(20) 
述している。彼は，この視角から，今世紀における三つの主要な予算上の変
化を数えている。すなわち，第ーは， 1921年の予算会計法により予算局が創
設され，執行府予算が採用されたこと，第二は，項目別予算からプログラム
予算への移行がしだいに進んだこと，第三は，予算編成がフィスカル・ボリ
(21) 
シーの要具として運用される傾向がつよまってきたこと，である。オコンナ
ーによれば， これら三つの変化は，各々「中央集権化された予算統制の方向
(22) 
へむかってのステップである。」
さて，以上で筒単に概括したオコンナーの説は，いわゆる財政政治学 (fi-
seal politics)に基礎づけられた分析である。「財政政治学の主要な関心は
異なった経済的諸階級の間への国家財政ならぴに経費の配分 (allocation),
(23) 
諸階級への租税負担の分配を支配する諸原理を発見することである」という
(19) 小島昭氏は，能率論的立場から予算をめぐる意思決定や管理の合理性を追求す
る「規範論的予算過程論」と，政治過程としての予算過程に内在し「規範論」が
非合理として切すてた取引き過程のなかに働らいている「民主主義の生理」の合
理性を積極的に評価しようとする「実証的予算過程論」との，並立状況を手ぎわ
よく整理している。小島昭「予算過程における政治と行政」， 1「都市問題研究」第
20巻第4巻 1968年4月，所収，同「予算における意思決定の理論」，日本行政
学会編「硯代行政の実践課題」（年報「行政研究」8)1970年，所収。
(20) James 0℃onner "The Fiscal Crisis of The State," ~St. Martin Press, 
Inc., New York, 1973, （池上惇，横尾邦夫訳「硯代国家の財政危機」御茶の水
書房， 1981年， 79ペー ジ）。
(21) 前掲邦訳， 91~97ペー ジ。
(22) 同前， 91ペー ジ。
(23) 同前， 6ペー ジ。
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彼の立場は，われわれが先に述ぺた予算制度論の方法と課題に，きわめて接
近したものであると評価される。オコンナーは，こうした立場から，予算過
程における各種の利益集団の行動の経済的含意，官僚制度と議員との関係を
規制する政治的・経済的諸因子などについて，豊富な分析を展開している。
しかし，彼の著書は，予算制度の発展過程の研究を主たる目的とはしていな
いので，その叙述は平盤なものにとどまっている。
以上のような過去の研究史をふまえて，アメリカにおける予算制度の成立
と改革を新しい視角で叙述することが，課題となっている。
]I．研究視角の設定
新しい研究視角は，研究対象それ自休の観察から導き出されなければなら
ない。
第一に，予算制度をめぐる運動の高揚期は，いずれも，連邦財政の統一性
と総合性を確保する必要性が最もつよまるなかで，従来の分立的な財政制度
の矛盾が最も鋭くあらわれ，行政の無政府性や財政の危機が深化した時代で
ある。このような予算制度をめぐる運動の高揚期は，資本主義経済の矛盾や
休制の危機が，恐慌や戦争＇という形態で表面化した時代と重なっている。そ
して，こうした矛盾と危機が深化する時代にこそ，国家権力の経済的力能を
つらぬく内的運動法則が最も鋭く展開し，国家権力と国民の民主主義運動と
の対立の内容があきらかになり，独占資本主義における予算制度改革の特徴
が最も明確に形成されてきた。
こうした予算制度の歴史的観察から確隠される傾向を配慮して，第一の研
究視角として，いわゆる戦時期を対象とし，危機の時代に最も鋭くあらわれ
る予算制度をめぐる運動の特徴を検証する。
第二に，予算制度の成立と改革の歴史には，合衆国の財政制度の内部に，
民問経営で発展した管理技術や管理制度を移転するという志向がつらぬかれ
ている。この志向は，とりわけ予算制度をめぐる運動の高揚期に鋭くあらわ
れ，予算制度の新しい発展段階を画するような明確な予算思想を生みだして
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きた。すなわち，危機の時代のアメリカには，分散的な財政制度の矛盾が鋭
くあらわれるのであるが，この矛盾を解決するために，最も高度な発展をと
げたアメリカ資本主義の生産力の成果を国家権力の内部に移植するという傾
向がはたらいており，この傾向がアメリカの予算制度をめぐる運動史を特徴
づけているのである。
ところで，この事実に注目し，それを予算制度の分析視角にとり入れる場
合，重要な理論的示唆を与えるのは，マルクスの『資本論』に示されている
命題である。そこには，機械制大工業が最も完成した姿で自己を表現するエ
場制度に関して，つぎの叙述がある。
「労働手段の一様な動きへの労働者の技術的従属と，男女の両性および非
常にさまざまな年齢層の個人から成っている労働体の独特な構成とは，一つ
の兵営的な規律をつくりだすのであって，この規律は，完全な工場体制に仕
上げられて，すでに前にも述べた監督労働を，したがって同時に筋肉労働と
労働監督者とへの，産業兵卒と産業下士官とへの，労働者の分割を十分に発
展させるのである。『自動的な工場でのおもな困難は……人々が労働をする
さいの不規律な習慣を捨てさせて彼らを大きな自動装置の不変の規則性に一
致させるために必要な規律にあった。だが，自動体系の要求と速度とに適合
するような規律法典を案出して有効に実施することは，ヘラクレスにふさわ
しい事業だった。そして，これこそはアークライトの貴重な業績なのだ／こ
の体系がまったく完全に組織されている今日でさえも，思春期を過ぎた労働
者たちのあいだに……自動体系のために役にたつ助手を見いだすということ
(24) 
は，ほとんど不可能なのである。』工場法典のなかでは資本は自分の労働者
にたいする自分の専制を，よそではブルジョアジーがあんなに愛好する権力
分割もそれ以上に愛好する代議制もなしに，私的法律として自分かってに定
式化しているのであるが，このような工場法典は，ただ大規模な協業や共同
的労働手段ことに機械の使用につれて必要になってくる，労働過程の社会的
(24) マルクスはこの部分にユーア「工場の哲学」の一節を引いている。
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(25) 
規制の資本主義的戯画でしかない。」
ここでマルクスは，市民革命の歴史的過程を通じて国家権力を軍事制度を
中核とする不生産的な権力機構に純化し，これを権力分割と代議制度によっ
て自らの統制下においたプルジョア階級が，産業革命を通じて，自らの工場
制度のなかには，専制的な「経営規律」を伴なった経済的権力を発展させる
という関係を述べている。ところが，予算制度をめぐる動きのなかには，軍
事制度における「兵営規律」が最も鋭く膨張する戦時期に，また工場制度の
「経営規律」をささえる生産力が国家権力の財政制度の内部へ移転されてい
くという関係がみとめられるのである。この移転によって，権力分割と代議
制度の形式のなかに具体化された立憲的財政の制度的メカニズムが，いかな
る変容をこうむるかを究明することが，予算制度に関する分析の焦点にすえ
られる。その際，国家権力の財政制度の内部へ移転され予算制度に投映して
いる資本主義の物質的生産力の水準を抽出することは，この制度の発展段階
を測る有効な尺度を提供するであろう。
以上，二つの研究視角を設定し，今世紀における予算制度の成立と改革を
めぐる歴史は，大きく二つの段階に区分されて叙述される。第ーは，今世紀
初頭から1920年代にいたる期間である。この期間は，前世紀末からの予算制
度をめぐる運動の特徴が，第一次大戦時に最も明確な姿をとってあらわれ，
1921年予算会計法に結実していく時代である。第二は， 1930年代から現代に
いたる期間である。それは1930年代の不況期に煎芽が形成され，第二次大戦
期に明確な形をとった予算制度の硯代的特徴が， 1950年の予算会計手続法に
具体化され， 1960年代から70年代へと展開していく時代である。
(25) K. Marx, Das Kapital, Buch I, Dietz Veylag, Berlin, 1953, S. 445一仏6,
全集第23巻a,大月書店， 1965年， 554~555ペー ジ。
